令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金交付要綱

（趣旨）

第１条　弘前市インバウンド推進協議会は、観光関連事業者が行う外国人観光客の誘客事業を補助し、もって本市の外国人観光客の増加を図るため、令和５年度予算の範囲内において、弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については、この要綱の定めるところによる。

　（補助事業者）

第２条　補助金の交付の対象となる者（以下「補助事業者」という。）は、次の各号のいずれかに該当する者とする。
(1) 市内で文化教養施設、レジャー施設その他観光又はレクリエーションに関する施設を営業している者

　(2) 市内でホテル、旅館等宿泊が可能な施設を営業している者

　(3) 市内で飲食業を営業している者

　(4) 市内で鉄道、バス、タクシー、レンタカー業等を営業している者

　(5) その他市内で外国人観光客の誘致に取り組んでいる者

２　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するものは補助金交付対象としな
い。
(1)  令和４年度、令和５年度において納付すべき市税等を滞納している者
(2)  補助事業の実施に当たって、市又は市以外のものから本補助金以外の補助金等の交付 
を受けている者。又は受ける予定にある者
(3) 年度内に当事業費補助金の交付を受けている者　

３　前項第１号の市税等とは、次のとおりとする。

(1) 申請者が法人である場合には、申請者に課税されている法人市民税、固定資産税、都市計画税及び軽自動車税

　(2) 申請者が個人である場合には、申請者に課税されている市県民税、固定資産税及び軽自動車税並びに賦課されている国民健康保険料、介護保険料及び後期高齢者医療保険料

　（補助事業）

第３条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次の各号のいずれかに該当するものとする。
(1) 国内外における誘客イベント（旅行博・商談会等）への出展および参加

　(2) 旅行代理店等への訪問
　(3) ＰＲツール（多言語資料や映像等）の作成
　(4) 観光コンテンツの開発

　(5) その他外国人観光客の誘致に資する活動

　（補助対象経費）

第４条　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事業者が補助事業を実施するために必要な経費であって、次に掲げるものとする。

(1)報償費　　　　　　　
(2)旅費
(3)消耗品費
(4)印刷製本費
(5)手数料　　　　　　　
(6)筆耕翻訳料
(7)使用料及び賃借料　　
(8)委託料

(9)ブース出展料       
(10)その他会長が必要と認めるもの

（補助金の額）

第５条　補助金の額は、補助対象経費の実支出額の合計額の２分の１に相当する額（当該相当額に１円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てた額）又は１００，０００円のいずれか少ない額以内の額とする。　

　（交付申請）

第６条　補助金の交付を受けようとするものは、令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金交付申請書（様式第１号）を会長に提出しなければならない。
２　前項の申請書に添付する書類は、次のとおりとする。

（1）事業計画書（様式第２号）

（2）収支予算書（様式第３号）

（3）企画書等事業の内容がわかるもの
 (4) 納税証明書

３　会長は、前項に規定する書類以外の書類の提出を求めることができる。
４　第１項の申請書を提出するに当たっては、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時において当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。

（交付の条件）

第７条　会長は、補助金の交付を決定する場合において、次の事項に掲げる条件を付するものとする。

(1) 補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容を変更する場合は、あらかじめ令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金事業変更承認申請書（様式第４号）を会長に提出して、その承認を受けること。ただし、軽微な変更については、この限りでない。

(2) 補助事業を中止し、又は廃止する場合は、あらかじめ令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金事業中止（廃止）承認申請書（様式第５号）を会長に提出して、その承認を受けること。

(3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに会長に報告してその指示を受けること。

（交付決定）

第８条　会長は前条の規定による申請があったときは、当該申請に係る書類等の内容を審査し、補助金を交付すべきものと認めたときは、令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金交付決定通知書（様式第６号）により速やかに補助金の交付の決定をするものとする。　

（申請の取下げ）

第９条　補助金の交付の申請をした者は、前条の規定による通知を受理した場合において、当該通知に係る補助金の交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、補助金の交付決定通知書の送付を受けた日から起算して７日を経過した日までに申請の取り下げをすることができる。

２　前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はなかったものとみなす。

（実績報告）

第１０条　補助事業者は補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。）は、令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金事業完了（廃止）実績報告書（様式第７号）を提出し、会長に報告しなければならない。

２　前項の報告書に添付する書類は、次のとおりとする。

(1) 事業実績書（様式第８号）

(2) 収支決算書（様式第９号）

(3) 領収証、受領証等支払を証明するものの写し

(4) レポート（来場者の意見や今後の課題等を記載）

(5) 現場写真

３　会長は、前項に規定する書類以外の書類の提出を求めることができる。

４　第１項の報告書の提出期限は、補助事業が完了した日（第７条第２項の規定により補助事業の廃止の承認を受けたときは、当該承認を受けた日）から起算して３０日を経過した日又は令和６年３月２２日とする。

５　第１項の報告書を提出するに当たっては、補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額して報告しなければならない。
（補助金の額の確定通知）

第１１条　会長は、前条の規定による報告書の提出があったときは、その内容を審査の上、速やかに補助金額を確定し、令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金交付額確定通知書（様式第１０号）により補助事業者に通知するものとする。

（補助金の請求等）

第１２条　補助金の請求は、令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金請求書（様式第１１号）を会長に提出して行うものとする。

２　補助金は、前項の請求書が提出された日から起算して３０日以内に口座振替により交付する。
（決定の取消し）

第１３条　会長は、補助事業者が補助事業に関して補助金の交付の決定の内容若しくはこれに付した条件、法令若しくは会長の指示に違反したときは、補助金の交付の決定の全部または一部を取り消すことができる。

２　前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用があるものとする。

　（帳簿等の整備及び保管）

第１４条　補助事業者は、帳簿を備え付け、補助事業について、その収入及び支出に係る費用を記載し、補助金の収支及び使途を明らかにしておかなければならない。

２　補助事業者は、前項の費用についてその収支の内容を証する書類及び補助事業の実績を証する書類を整備し、当該事業が完了した日（補助事業の廃止の承認を受けた日を含む。）の属する年度の翌年度の４月１日から５年間保管しておかなければならない。

　（補助金交付の制限）
　附　則

この要綱は、令和５年８月１日から施行する。
　　　
様式第１号（第６条第１項関係）

令和　　年　　月　　日

　弘前市インバウンド推進協議会

会長　様
所在地
申請者
名    称　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　
令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金交付申請書
　令和５年度において実施する標記事業について、補助金の交付を受けたいので、令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金交付要綱第６条第１項の規定により、下記のとおり申請します。

記

１　交付を受けようとする補助金の額　　　　　　　　　　　　　　　　円
２　補助金の額の算定根拠　（いずれか少ない額に☑してください。）
　□　補助対象経費の合計額　　　　　　　　　円　×　１／２　＝　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※１円未満切り捨て
　□　限度額　１００，０００円
３　添付書類

（1）事業計画書（様式第２号）

（2）収支予算書（様式第３号）

（3）企画書等事業の内容がわかるもの
 (4) 納税証明書
４　他補助金について
　　私たちは本補助金の交付にかかる事業について、同様の趣旨による他補助金等の交付を受けておりません。また、受ける予定ではございません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　   
備考
１　申請者が個人の場合は、その住所、氏名を記入してください。
２　氏名又は代表者名は、署名してください。なお、申請者が法人の場合又は法人以外でも本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。
３　上記に掲げる添付書類以外の書類の提出を求めることがあります。
４　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。
担当及び提出先：弘前市インバウンド推進協議会事務局
(弘前市国際広域観光課)
電話：０１７２－４０－７０１７（直通）

様式第２号（第６条第２項関係）
事　業　計　画　書
１　補助事業の名称

２　補助事業の目的

３　補助事業の概要（実施計画、事業内容）

４　補助事業の期間

５　補助事業の遂行により予想される成果

６　補助事業に関係する法令等

７　その他

８　連絡担当者
　　　所属・職・氏名

　　　　（電　話）　　　　　　　　　　　　　　（FAX）
（e-mail）
備考

　　１　用紙が不足する項目は、別紙としてください。
　　２　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。
様式第３号（第６条第２項関係）

収　支　予　算　書

１　収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	科　　　目
	本年度予算額
	摘　　要

	補　助　金
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	


２　支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	科　　　目
	本年度予算額
	摘　　要

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	


備考

　　１　摘要欄には、本年度予算額の積算の基礎を記入してください。

　　２　支出のうち、当補助金の補助対象経費を計上している科目については、当該補助対象経費の名称、金額等を摘要欄に記載（又は別紙を添付）し、その内容が分かるようにしてください。

３　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。

様式第４号（第７条関係）

令和　　年　　月　　日

　弘前市インバウンド推進協議会　会長　様

所在地
補助事業者
名    称

代表者名　　　　　　　　
令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金事業変更承認申請書
　令和　　年　　月　　日付け弘イ協収第　　　号をもって補助金の交付決定の通知を受けた下記補助事業の経費の配分（内容）を変更したいので、令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金交付要綱第７条第１号の規定により、下記のとおり申請します。

記

１　補助事業の名称　

２　補助金の交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　　円
３　交付を受けようとする補助金の額(変更後)　　 　　　　　　　　円
· 補助対象経費の合計額　　　　　　　　　円×１／２＝　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※１円未満切り捨て
　　□　限度額　１００，０００円

４　補助事業の経費の配分（内容）を変更する理由　

５　補助事業の経費の配分（内容）の変更の内容　

備考
１　補助事業者が個人の場合は、その住所、氏名を記入してください。
２　氏名又は代表者名は、署名してください。なお、補助事業者が法人の場合又は法人以外でも本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

３　経費の配分を変更する場合は、収支予算書（様式第３号）に準じて作成し、上段に変更後の額を朱書きし、下段に変更前の額を記載してください。

　４　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。
担当及び提出先：弘前市インバウンド推進協議会事務局
(弘前市国際広域観光課)
電話：０１７２－４０－７０１７（直通）
様式第５号（第７条関係）

令和　　年　　月　　日

　弘前市インバウンド推進協議会　会長　様

所在地　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者　 名　　称　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　
令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金事業中止（廃止）承認申請書
　令和　　年　　月　　日付け弘イ協収第　　　号をもって補助金の交付決定の通知を受けた下記補助事業を中止（廃止）したいので、令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金交付要綱第７条第２号の規定により、下記のとおり申請します。

記

１　補助事業の名称　

２　補助金の交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　　円
３　補助事業を中止（廃止）する理由　

４　補助事業の中止の期間（廃止の時期）　

備考　
１　補助事業者が個人の場合は、その住所、氏名を記入してください。
２　氏名又は代表者名は、署名してください。なお、補助事業者が法人の場合又は法人以外でも本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。

３　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。

担当及び提出先：弘前市インバウンド推進協議会事務局
(弘前市国際広域観光課)
電話：０１７２－４０－７０１７（直通）
様式第６号（第８条関係）
弘イ協収第　　　　　号

令和　　年　　月　　日

　　　　様

弘前市インバウンド推進協議会　会長　 　印
令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金交付決定通知書
令和　　年　　月　　日付けで申請のあった標記補助金については、令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金交付要綱第８条の規定に基づき交付することに決定したので、下記のとおり通知します。

記

１　補助金の対象となる事業の目的及び内容並びにその事業に要する経費の配分は、令和　　年　　月　　日付けによる補助金交付申請書及び添付書類に記載のとおりとする。

２　補助金の額　　　　　　　　　　　　　　　円
３　交付の条件

(1) 補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容を変更する場合は、あらかじめ令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金事業変更承認申請書（様式第４号）を会長に提出して、その承認を受けること。ただし、軽微な変更については、この限りでない。

(2) 補助事業を中止し、又は廃止する場合は、あらかじめ令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金事業中止（廃止）承認申請書（様式第５号）を会長に提出して、その承認を受けること。

(3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに会長に報告してその指示を受けること。

４　その他

(1) 補助事業者は、令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金事業完了（廃止）実績報告書（様式第７号）に必要書類を添付して、補助事業が完了した日（補助事業の廃止の承認を受けたときは、当該承認を受けた日）から起算して３０日を経過した日または令和６年３月２２日までに会長に提出してください。
(2) 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出の費用の収支の内容を証する書類並びに補助事業の実績を証する書類を整備し、令和１１年３月３１日まで保管してください。
担当及び提出先：弘前市インバウンド推進協議会事務局
(弘前市国際広域観光課)
電話：０１７２－４０－７０１７（直通）
様式第７号（第１０条第１項関係）

令和　　年　　月　　日

弘前市インバウンド推進協議会　会長　様

所在地　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 補助事業者　名　　称　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　印

令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金事業完了（廃止）実績報告書

令和　　年　　月　　日付け弘イ協収第　　号をもって補助金の交付決定の通知を受けた下記補助事業が完了（廃止）したので、令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金交付要綱第１０条第１項の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　補助事業の名称

２　補助金の交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　円
３　添付書類

(1) 事業実績書（様式第８号）

(2) 収支決算書（様式第９号）

(3) 領収証、受領証等支払を証明するものの写し

(4) レポート（来場者の意見や今後の課題等を記載）

(5) 現場写真
備考
１　補助事業者が個人の場合は、その住所、氏名を記入してください。
２　氏名又は代表者名は、署名してください。なお、補助事業者が法人の場合又は法人以外でも本人（代表者）が手書きしない場合は、記名押印してください。
３　上記に掲げる添付書類以外の書類の提出を求めることがあります。

　４　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。
担当及び提出先：弘前市インバウンド推進協議会事務局
(弘前市国際広域観光課)
電話：０１７２－４０－７０１７（直通）
様式第８号（第１０条第２項関係）

事　業　実　績　書

１　補助事業の名称

２　補助事業の遂行の概要

３　補助事業の期間

４　補助事業の遂行による成果

５　その他

備考

　１　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。
　２　用紙が不足する項目は、別紙としてください。
様式第９号（第１０条第２項関係）

収　支　決　算　書

１　収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	科　　　目
	本年度決算額
	本年度予算額
	増　減　額
	摘　　要

	補　助　金
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


２　支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	科　　　目
	本年度決算額
	本年度予算額
	増　減　額
	摘　　要

	　　
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


備考

　１　摘要欄には、本年度決算額の積算の内訳を記入してください。

　２　支出のうち、当補助金の補助対象経費を計上している科目については、当該補助対象経費の名称、金額等を摘要欄に記載（又は別紙を添付）し、その内容が分かるようにしてください。

３　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。

様式第１０号（第１１条関係）

弘イ協収第　　　　　号

令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　様

弘前市インバウンド推進協議会　会長　　　印

令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金交付額確定通知書

　標記補助金については、令和　　年　　月　　日付け実績報告等に基づき下記のとおり額を確定したので、令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金交付要綱第１１条の規定により通知します。

記

	交付決定額
	確定額（a）
	交付済額（b）
	差額（a）－（b）

	円
	円
	円
	円


備考

１　補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出の費用の収支の内容を証する書類並びに補助事業の実績を証する書類を整備し、令和１１年３月３１日まで保管してください。

２　後日、会長は上記１に記載する書類等の提出を求め、又は検査をすることがあります。この提出若しくは検査を拒んだり、又は書類等を提出できないなどにより、補助事業の実施状況及び収支決算の状況を確認できない場合は、補助金の全部又は一部を返還していただきます。

担当及び提出先：弘前市インバウンド推進協議会事務局
(弘前市国際広域観光課)
電話：０１７２－４０－７０１７（直通）
様式第１１号（第１２条関係）

令和　　年　　月　　日

弘前市インバウンド推進協議会　会長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     所在地
　　　　　　　　補助事業者　名　　称
代表者名　　　　　　　　　

令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金請求書

　令和　　年　　月　　日付け弘イ協収第　　号をもって補助金の確定通知を受けた下記補助金について、令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金交付要綱第１２条の規定により、下記のとおり請求します。

記

１　請求金額　　　　　　　　　　　　　　　　円

２　補助金の名称　　　　令和５年度弘前市インバウンド推進協議会誘客事業費補助金
３　補助金の交付確定額　　　　　　　　　　　円

４　振込口座

（1）金融機関及び支店名
（2）口座番号

（3）口座名義人

備考

１　補助事業者が個人の場合は、その住所、氏名を記入してください。
２　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。

担当及び提出先：弘前市インバウンド推進協議会事務局
(弘前市国際広域観光課)
電話：０１７２－４０－７０１７（直通）
